
一般質問 第1回定例会の主な質問内容は次のとおりです。
なお質問の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

くまもと市議会だより ● 令和3年（2021年）6月 第38号4 くまもと市議会だより ● 令和3年（2021年）6月 第38号 5

田中　誠一議員

熊
本
自
民

熊本地震による近見地区の液状化被害への対策に
ついて、新年度はどのように取り組まれるのか。

地元の方々のご理解・ご協力により、順次、工事に着
手しており、令和４年度中に完了する見込みである。

身近な場所で、トップアスリートの高
度な技術を体感できる多種目の競技
施設を集約した新たな施設の整備を。

コロナ禍による観戦スタイルの変化に
伴う収容人数の減少など、新たな課題を踏まえ、
中長期的な課題として研究を進める。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

近見地区等の液状化対策は スタジアム・アリーナの新たな整備について

小佐井賀瑞宜議員

自
民
党

創業支援事業の課題解消のすべや、国
の政策を踏まえ市の業務を円滑に進
めるための体制づくりについて問う。

起業家を取り巻く関係者コミュニティ形成に
取り組み、起業・新産業の創出支援を一体的
に行うための専管組織を新たに設置する。

地方債の日銀引き受けについて指定都市会議等を
通じて総務省に働きかけ、政府へ適切な制度設計を
促しては。

いざという時に迅速に資金を調達できる手段を確保
する視点は、極めて重要であり、引き続き関連する情
報の収集等を行っていく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

政府の経済政策を踏まえた本市の起業家支援 地方自治体の財政強化に資す地方債の在り方
会社

村上　　博議員

市
民
連
合

地下1階までしか昇れないエレベーターを
使った車いすの女性は階段を這って上っ
た。バリアフリーへの市長の見解は。
多くの方々が使いやすくなるよう、施設の整
備、改善に努め、誰もが安心して暮らせるバ
リアフリーのまちづくりに取り組んでいく。

いじめや貧困、児童虐待など多岐にわたる子どもた
ちの問題を解決につなげるSSWの支援体制や人材
確保は。
支援体制については、SSWの意見を反映しながら見
直している。人材確保については、大学や関係機関
等、幅広い求人を行う。

質
問
1

答
弁

地上に行けない辛島公園地下駐車場エレベーター スクールソーシャルワーカー(SSW)人員体制の拡充
質
問
2

答
弁

熊
本
自
民

感染症対策における事業者間の支援格差の補償等
と、今後格差が生じないよう政令指定都市に必要な
体制を問う。
指定都市の市長の事務・権限を含めた感染症対策の
在り方の見直しや財源措置について、今後も国に強
く働きかけていく。

県知事選の１０９票不一致問題に対する具体的な再発
防止策と、その再発防止に係る予算の概算は。

開票所に警備会社等の第三者を配置する。
経費は２９０万６千円を計上。選挙の都度必要
な経費は約４０万円を見込んでいる。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁田中　敦　議員

新型コロナ対策の各事業者に対する支援格差 県知事選１０９票不一致問題について

田島　幸治議員

自
民
党

生活状況の把握ができていない高齢者
世帯を減らす取り組みとして、アンケート
票を一斉送付してはどうか。
今後ますます増加する一人暮らし高齢者
の生活状況の把握は重要な課題であり、効果的な実態
把握の方法について関係部局と連携して検討していく。

「熊本連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画」
の策定前と後で、具体的にどのように変わっていく
のか。
住民・事業者と危機意識を共有し、省エネ等の対策を
推進する。また、エネルギーの地産地消の取り組みを
圏域の市町村でも推進する。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

一人暮らしの高齢者の状況把握を 2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けて

吉村　健治議員

市
民
連
合

核兵器禁止条約発効や、日米地位協定等に
よる沖縄県の基地負担について市長はどの
ように思われるか。
条約発効は核兵器のない世界の実現に大き
く寄与するものと考えている。基地問題は、
国全体の問題と捉え、動向を注視していく。

病気や障がいがある家族の介護を担う１８歳未満の
子どもの実態把握の状況や、支援体制の整備は。

要保護児童対策地域協議会（※2）を活用して実態把握
に努めており、福祉や医療等の関係機関と連携し
支援を行っていく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

核兵器禁止条約発効等について市長の思いは ヤングケアラー問題の実態や支援体制

三森　至加議員

公
明
党

プラスチックごみが大量に海洋へ流出し、生態系へ
の影響などが懸念される。「使い捨てない社会」に向
けた取り組みは。
レジ袋の代用品として新デザインの指定収集袋販売
やイベントでのバイオマスプラスチック製リユース
カップ販売の実証事業を行う。

新型コロナ感染者等を差別せず、笑顔
の暮らしを取り戻す市民運動が愛媛で
行われている。本市でも取り組みを。
シトラスリボン運動の趣旨は本市のこれまで
の取り組みと一致しており、運動の自発性、
共感性を尊重しながら学校へ紹介していく。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

「使い捨てない社会」目指しプラごみ削減を 感染者等を差別しないシトラスリボン運動

予算決算委員会の審査概要 全議員で構成する当委員会で、令和３年度の当初予算及び関連議案について
審査を行いました。質疑の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

総括質疑 （３月１５日、３月１６日）

熊 本 自 民
3月9日発表の『熊本市財政の中期見通し』の
市債(借金)と財政調整基金(貯金)について

質
疑1

　地震・コロナ等で、熊本市の財政は悪化している。
過去の箱物建設の負債も多大である。市債(借金)
残高の上限設定が必要ではないか？
　また100億円も有った財政調整基金(貯金)も37億まで激減した。
いざと言う時のために、貯金を増やすべきではないか？

自 民 党

たばこ税を活用した喫煙所の整備について質
疑1

　市内中心街における現在の劣悪な喫煙状況を踏まえるとともに、来春
から開催が予定される大型イベントに配慮する観点から、毎年本市に入
る５０億円余りのたばこ税を活用して街中に喫煙所を整備してもらえな
いか。
　また、市が直接的に整備できないのであれば、民間事業者が行う整備
に対して補助制度等を考えてもらえないか。

本庁舎の在り方に関する有識者会議について質
疑2

　有識者会議には庁舎の建て替えの適否はもとより、建て替え不要と
なった場合の対応策まで諮問されるつもりか。また、諮問を行う期限と諮
問に対するその後の対応はどのように考えているか。

新興感染症対策寄附講座設置経費について質
疑3

　感染症専門医育成を目的とした５年計画の２年目となるが、令和3年度
予算2,950万円の経費の内訳と講座の人員構成、５年計画の概要並びに
本市と熊大の連携状況を問う。

健康ポイント事業について質
疑4

　健康アプリのこれまでのダウンロード数と今後の目標数や、がん検診
等への波及効果、熊本連携中枢都市圏13市町村と連携する事業計画及
び今後の民間事業者との連携事業の計画は。

市民病院予算について質
疑5

　コロナ禍のなか、医療業界は厳しい経営環境であるが、病院事業会計
の令和3年度収入予算増加の内訳は。また、政策医療の柱である周産期
医療の稼働状況と企業債約297億円の解消法は。

市営住宅及び学校施設の長寿命化計画について質
疑6

　市営住宅及び学校施設の長寿命化計画に沿った実施計画の策定状況
と、令和2年度の予算執行を踏まえた令和3年度予算の妥当性を問う。

マイナンバーカードの交付体制強化について質
疑7

　サクラマチクマモトに開業する「マイナンバーカードサテライト」の機
能は。また、新設予定の東区サテライトセンターの機能及び開設スケ
ジュールと、マイナンバーカードの普及促進策について問う。

産業振興のための企業誘致活動について質
疑8

　近年の企業立地実績及び令和3年度企業誘致活動経費の妥当性を
問う。

ワクチン接種体制支援について質
疑9

　ワクチン接種経費の妥当性及び接種施設
となる医療機関への本市独自支援策は行わ
ないのか。

　今までの危機をあおる情報発信ばかりではなく、免疫力アップ・閉じこ
もり防止等の健康増進のための『正確な情報発信』が必要ではないか？

質
疑2 新たな局面に入った、コロナ関連情報啓発経費での

『正確な情報』発信について

質
疑3 ICT時代における、地元マスコミ４局１社への支援について

　ICT時代に苦悩する、公共の福祉のために報道している地元５社とタイ
アップした、市民への広聴・広報事業を推進すべきではないか？ 

質
疑4 臨床心理士の資格停止処分について

　公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会の登録停止処分を受けた
スクールカウンセラーの処分理由を協会へ確認したのか。また採用継続
の理由は。

質
疑5 わいせつ行為をしたスクールカウンセラーの処分について

　会計年度任用職員のスクールカウンセラーがわいせつ行為をした
場合、教育委員会は法律上の処分をしないのか。

質
疑6 熊本農業振興地域整備計画の全体見直しについて

　熊本農業振興地域整備計画の全体見直しをこれまで４回行っ
ているが、新たな全体見直しについてはどのように考えるか。

質
疑7 農用地区域からの除外の考え方

　集落内の農用地区域には、区域除外を
要望する地域もあるが、農用地区域を
除外する場合の考え方は。

質
疑8 本庁舎建て替えの財源について

　平成２９年度から令和２年度まで「庁舎建設に関する地方財政措置」が
存在したのに、なぜ最初から合併推進事業債を活用することにしたのか。

質
疑9 国土強靭化計画を活用した本庁舎の建て替え

　国が進める国土強靭化計画には５年間で１５兆円もの財源が確保され
ているが､本市の国土強靭化地域計画の中に､防災拠点としての庁舎の
建て替えに係る書き込みはあるか｡

質
疑10 本庁舎等整備に関する特別委員会での検討と「有識者会議」

の関連性
　これまで特別委員会で進めてきた検討の成果は今後の「有識者会議」
においてどのように生かされるのか。

質
疑11 本市のまちづくりと本庁舎整備の関連性

　「有識者会議」においては、まちづくり関連等幅広い意見を求めながら
も、最終的には庁舎建て替えの結論に集約されるのか。

質
疑12 デジタル化の推進について

　市役所のデジタル化推進について新年度の具体的な取り組みは。

質
疑13 防災情報伝達機能強化経費について

　既存の防災情報ポータルの性能と、今後どのように改修し機能強化す
るのか。

質
疑14 住宅支援給付事業について

　コロナ禍により住まいの確保が困難な方に対する住宅確保給付金を
計上する上で、どのように需要を把握・積算されたのか。

質
疑15 権利擁護のための地域連携ネットワーク経費について

　成年後見制度の利用状況と今後の改善予定は。

質
疑16 ＭａａＳ（※3）に関する新たな取り組み

　新モビリティサービス推進経費における具体的な内容や成果は。

質
疑17 動植物園の整備について

　今後の動植物園整備の全体像とそのスケジュールは。

井本　正広議員

公
明
党

社会的孤立の実態把握、孤立防止の方策について検
討するため、関係行政機関の連絡会議を立ち上げる
べきでは。

関係部局による庁内連絡会議を設置するとともに、
国の提言や情報も入手しながら、国と連携して取り組
んでいく。

国・県・河川流域自治体で検討を進め
る被害軽減、早期復旧・復興のための

「流域治水」の方向性は。

「氾濫を防ぐ・減らす」、「被害対象を
減少させる」、「被害軽減、早期復旧・
復興」を柱に流域一体で防災・減災対策を推進する。

質
問
1

答
弁

質
問
2

答
弁

各行政機関が連携した社会的孤立防止対策を 河川の流域治水の方向性は

おしえて
 ひごまる

要保護児童対策地域協議会（※2） ・・・虐待を受けている子ども等（要保護児童）の早期発見や適切な保護を目的として、多数の関係
機関の円滑な連携・協力を確保するために地方公共団体が設置する協議会。

※新型コロナウイルス感染症への取り組みとして、壇上にアクリル板を設置するとともに、マスク着用の上、質問を行いました。


